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令和 8 年度 事業計画 

 

〔Ⅰ〕策定基調 

  令和 8 年度の国内経済における政府の経済見通しは、所得環境の改善が進む中で、各種 

政策効果も下支えとなり、個人消費が増加するとともに、危機管理投資・成長投資の取り 

組みが進展する中で、設備投資も増加するなど、引き続き国内需要中心の経済成長となる 

ことが期待されているが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等の影響には十分注 

意する必要があるとされている。この見通しをもとに「令和 8 年度の経済財政運営の基本 

的態度」では、安定的な物価上昇とそれを上回る持続的な賃金上昇が実現する「成長型経 

済」への転換を図り、将来世代への責任を果たす「責任ある積極財政」の考え方の下、経 

済財政運営を行うとされており、戦略的な財政出動により官民が力を合わせ「危機管理投 

資」と「成長投資」を進展させ、社会課題を解決し「暮らしの安全・安心」を確保すると 

ともに、雇用と所得を増やし、潜在成長力を引き上げ、「強い経済」を実現するとされて 

おります。 

  トラック運送業界に目を向けると、依然として厳しい経営環境のなか、昨年 6 月 4 日に 

議員立法により「トラック適正化二法」が成立し、「委託次数の制限」「違法な「白トラ」 

に係る荷主等の取締り」について令和 8 年 4 月より施行され、物流事業者及び荷主企業の 

法令遵守が求められ、今後、施行される「適正原価を下回る運賃及び料金制限」「許可の 

更新制度の導入」についても、物価高騰による適切な輸送コスト等の価格転嫁が必須であ 

り適正運賃・料金の収受対策が喫緊の課題となっている。また、令和 8 年 1 月より施行さ 

れた中小受託取引適正化法（取適法）（以下「取適法」とする。）についても、トラック適 

正化二法と併せてトラック・物流Ｇメン等の諸活動により荷主対策の深度化が図られ、取 

引環境及び経営環境の改善が期待される。 

  また、令和 7 年中に全国で発生した人身交通事故件数は 287,023 件で、死者数は 2,547 

人、負傷者数は 338,508 人であった。埼玉県内の人身交通事故発生件数は 15,619 件（前 

年比－212 人）で、死者数 125 人（前年比+12 人）、負傷者数 18,453 人（前年比－220 人） 

と人身交通事故件数及び負傷者数は減少したが死者数は増加した。他方、埼玉県内で令和 

7 年中に発生した事業用貨物自動車が第一当事者となった交通死亡事故件数は 15 件（前 

年比－12 件）で減少傾向となったが、令和 6 年 5 月には社会的影響が大きい事業用トラ 

ックの重大事故が相次ぎ、反社会的な飲酒運転も未だ根絶されないことから、安心・安全 

を届けるべき物流業界として、社会的信頼を取り戻すべく各対応策が求められている。 

一般社団法人埼玉県トラック協会（以下「埼玉県トラック協会」とする。）では、将来 

を見据え会員事業者と地域に必要とされる組織を目指すとともに、トラック運送業界の適 

切な事業運営を図り燃料・物価高騰対策、社会・経済環境の現状や変化を的確に把握し、 

諸問題に対する必要な支援策や関係機関への協力・要請など、会員事業者の事業継続に資 



- 2 - 

 

する検討を行うとともに、新たな委員会を立ち上げ、会員事業者に対する「同一事業」「同 

一サービス」「同一会費」を実現するべく、最適な組織を探るため様々な議論・検討を強 

く推進して参ります。 

ついては、今後のトラック運送業界の発展に向けて、令和 8 年度事業として以下に示す 

最重点項目及び重点項目を次のとおり定め、公益社団法人全日本トラック協会（以下「全 

日本トラック協会」とする。）と積極的に連携し展開して参ります。 

 

〔Ⅱ〕事業計画 

【最重点施策】 

１．交通事故防止、飲酒運転根絶及び労災事故防止の推進強化 

 ２．トラック適正化二法及び改正物流法への対応 

 ３．標準的運賃の活用等による適正運賃・料金収受の推進 

 ４．トラック・物流 G メンと G メン調査員の連携による荷主対策の深度化の推進 

 ５．燃料高騰対策等の推進 

 ６．多様な施策による良質なドライバーの人材確保対策の推進 

 ７．高速道路料金の割引の拡充及び重要物流道路等広域道路ネットワークの整備など使い 

やすい道路の実現 

 ８．適正化事業の推進（D・E 事業所の重点化）による法令遵守の徹底 

９．新技術を活用した物流 DX 及び効率化の推進 

 

【重点施策】 

 １．埼玉県トラック総合教育センターにおける交通・労働災害防止に向けた研修の実施 

２. 自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現 

 ３．環境・GX 対策及び SDGｓ対策の推進 

 ４．広域媒体を活用した対外的なＰＲ対策の積極的な推進 

 ５．大規模自然災害発生時における緊急輸送体制の確立 

６．会員事業者事業運営及び経営基盤強化に資する事業の推進 

  ７．未加入事業者の加入促進 

  ８．専門部会活動の支援 

  ９．その他 
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〔Ⅱ〕事業計画 

【最重点施策】 

１．交通事故防止、飲酒運転根絶及び労災事故防止の推進強化 

● 交通事故防止対策 

（１）事業用トラックによる交通事故実態の把握と要因分析及び事故防止対策の啓発 

① 煽り運転等の交通事故防止対策の推進 

     2017 年に発生した東名高速道路における煽り運転に係る死亡事故を契機に、煽り 

運転に係る罰則が創設され取締りが強化されている。埼玉県トラック総合教育セン 

ター（以下「総合教育センター」とする。）において、車間距離不保持等による交通 

事故の発生確率や、生命・人体へ及ぼす危険性を各種講習・研修を通じて受講者に 

対して啓発を図り、煽り運転根絶を推進したい。 

   ② 会員事業者内における交通事故防止対策の推進 

    ア. 会員事業者における交通事故防止対策として、会員事業所内での交通安全に係 

る研修会等の開催時に交通事故防止に精通した講師を依頼した際には、講師等の 

費用の一部を助成し、事故防止対策の一助としたい。 

    イ. 事業用トラックのドライブレコーダーに記録される多くのヒヤリハット等の 

情報収集を行い、交通事故類型別の動画集を作成し、交通事故の発生傾向分析デ 

ータの情報提供を行い、会員事業所内におけるドライバー教育への一助としたい。 

   ③ 車輪脱落事故防止対策の推進 

    ア.冬用タイヤへの交換時期前に車輪脱落事故の危険性と点検整備の重要性を再認 

識していただく車輪脱落事故防止セミナーを引き続き開催するとともに、事業用 

トラックのトルクレンチを活用した適正なホイールナット締付による車輪脱落事 

故防止を強く推進することから、トルクレンチ購入の費用の一部を助成し、トル 

クレンチの普及を図りたい。 

    イ. 埼玉県貨物自動車運送適正化事業実施機関（以下「適正化事業実施機関」とす 

る。）による巡回指導を通じタイヤ交換時や「車輪脱落事故防止キャンペーン」に 

際し、日常点検やタイヤ交換時にはトルクレンチ活用による確実なホイールナッ 

ト締付の必要性を周知し、トルクレンチを所有しない事業者に対してはトルクレ 

ンチの活用を指導し車輪脱落事故防止を推進したい。 

   ④ 過積載運行防止の推進 

     過積載運行による行政処分件数は減少傾向にあるものの、未だに過積載による運 

行は根絶されず、最大積載量を超える運行は重大事故の原因ともなり得ることから、 

関係行政機関と連携し荷主企業へ理解を求める啓発活動を継続したい。 
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   ⑤ 大雪時の安全確保及びスリップ事故等の防止対策 

     トラック運送事業者は、大雪時に輸送の安全確保に支障が生じる恐れのあるとき 

は、運行中止等の指示及び冬用タイヤの装着と併せて溝の深さの確認と滑り止め装 

置の携行等、輸送の安全確保に必要な措置が求められている。このため、NEXCO 東 

日本との連携により、大雪時の適切な雪道対策として、予防的通行止め箇所等の情 

報収集を行い、速やかな会員事業者への情報提供により、雪道における交通事故防 

止対策及び運行管理への一助としたい。また、雪道での安全運行の支援対策として、 

事業用トラックに装着するタイヤチェーン購入に対し助成費用を拡充し、導入促進 

を図りたい。 

⑥ 飲酒運転根絶に向けた取り組みの強化 

  ア. 事業用トラックドライバーによる飲酒運転事故は未だ根絶されず、大きな社会 

問題の一つとなっており、事業用トラックドライバーによる飲酒運転事故件数は 

横ばいの傾向にあり、トラック運送業界全体で飲酒運転根絶を目指し乗務前後の 

アルコールチェックや電話など遠隔点呼においても酒気帯びの有無を確実に確 

認する等の対策が求められております。飲酒運転根絶対策として、セミナーを埼 

玉県内 4 ヶ所（交通安全大会を含む）で四半期毎により効果的な講師を選定し開 

催するなど、更なるドライバーに対する飲酒運転根絶意識の徹底を図るとともに、 

事業用トラックが関係した飲酒運転事故事例を周知し、飲酒運転の根絶に努めた 

い。また、埼玉県トラック協会 各支部（以下「協会各支部」とする。）で行う交 

通事故防止活動や事業所内で実施する安全教育教材として、酩酊体験ゴーグルの 

貸出事業を引き続き行い、安全教育への一助としたい。 

   イ. 総合教育センターにおいて、飲酒運転根絶に向けた意識の向上を図るため、ア 

ルコール依存症等に関する基礎知識を周知するとともに、アルコール体質判定ジ 

ェルパッチを活用した乗務員自身の体質判定を実施し、正しいアルコールへの認 

識及び知識を習得することにより、飲酒運転根絶へ向けた活動を推進したい。 

ウ. 適正化事業実施機関による巡回指導を通じ飲酒運転根絶に向け「自動車運送事 

業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュア 

ル」を用いたドライバーに対する指導の目的や留意点及び危険性等を解説し、ア 

ルコール依存症等に関する基礎知識を周知し、飲酒運転根絶を推進したい。 

   ⑦ 「さいたまトラックファミリーフェア 2026（仮称）」の開催 

    令和 6 年度より、交通安全に特化した「さいたまトラックファミリーフェア」を総 

合教育センターで開催し、深谷テラスパーク及び会員事業者、トラックメーカーの 

協力を得て開催し、特に、昨年度は深谷テラスパークに加え「ふかや花園プレミア 
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ム・アウトレット」との連携により大変多くの来場があり盛会に開催することが出 

来た。令和 8 年度も開催に向け議論を重ね、トラック運送業界が取り組む交通事故 

防止対策の理解への深度化を図るほか、「持続可能な物流の確保」を目的に、「安全・ 

安心」なトラック運送業界の広報を行い、次世代のトラック運送業界を担う人材確 

保の一助としたい。 

   ⑧ 交通安全大会の開催 

     国が定める 第 11 次交通安全基本計画では、令和 3 年度から令和 7 年度までを計 

画期間とし、令和 7 年度までに年間道路交通事故死者数を 2,000 人以下（30 日以内 

死者数でおおむね 2,400 人）、重傷者数を 22,000 人以下とすることを目標としてい 

たが、令和 7 年の交通事故死者数は 2,547 人であり、目標を達成することは出来な 

かった。トラック運送業界における具体的な取り組みについては、国土交通省では 

「第11次交通安全基本計画」の目標達成に向け「事業用自動車総合安全プラン2025」 

を策定し、24 時間死者数 190 人以下、重傷者数 1,280 人以下、人身事故件数 9,100 

件以下、飲酒運転 0 件、追突事故件数 3,350 件以下とする目標を掲げ、「世界一安全 

な輸送サービス」を目指している。埼玉県トラック協会は「交通安全大会」を自動 

車運送業界等である他団体と共催で開催し、交通事故撲滅に向けて視聴覚データを 

活用したセミナー行い、交通事故撲滅への一助としたい。また、交通安全川柳コン 

テストを開催し、交通安全部門のテーマに具体性を持たせ、より一層の交通安全意 

識の高揚を図り、交通安全大会で表彰式を行いたい。 

⑨ 交通安全指導事業の推進 

  交通安全指導事業として総合教育センターと連携し交通安全体験車「サイトくん」 

による交通安全教育を県民に幅広く実施するとともに、「自転車シミュレーター」「酩 

酊体験ゴーグル」を有効活用し、交通事故防止対策を推進したい。 

⑩ 交通安全コンクール（無事故無違反チーム表彰）の開催 

  会員事業者内の交通安全意識高揚と、安全運転の励行を図るため会員事業者が 10 

人 1 チームで参加し、半年間、無事故無違反を目指す「安全運転コンクール」（無事 

故無違反チーム表彰）を開催し、安全運転の励行を常態化させ交通事故削減を促進 

したい。 

   ⑪ 交通事故防止に係る安全教育の推進 

    ア. 事業所内における安全会議や安全講習で活用できる交通安全教育用の視聴覚 

教育教材（DVD）の貸出し事業を行い、事業所内での交通安全教育への一助とし 

たい。 
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    イ. 協会各支部が実施する交通安全に係る研修会等において、経費の一部を助成し、 

協会各支部の活動活性化と交通事故防止対策事業の推進を図りたい。 

   ⑫ 埼玉県警察及び埼玉県との協力事業 

埼玉県警察及び埼玉県との協力事業について、交通安全対策並びに防犯対策、道 

路環境保全に向けて積極的に協力したい。 

（２）安全対策機器等の普及促進 

   ① 安全対策機器等導入に係る助成事業 

     安全装置等導入促進事業として、車両周辺の安全確認支援装置、EMS 機器、ドラ 

イブレコーダーの助成事業を引き続き実施し、安全装置の普及を通じて事業用トラ 

ックの交通事故削減を促進したい。 

   ② 事業所内事故及び盗難防止対策事業 

     事業用トラック等の盗難防止や認可車庫内での事故を防止するため、監視装置導 

入促進事業を実施し、導入費用の一部を助成し、盗難・事故防止対策への一助とし 

たい。 

（３）運行管理の高度化への対応 

   ① 運行管理の高度化への周知及び遠隔点呼・自動点呼支援機器導入に係る助成事業 

     運行管理に活用可能な情報通信技術（ICT）の進展に合わせて、運行管理における 

安全性の向上、労働環境の改善、人手不足の解消等に資する ICT を活用した遠隔点 

呼、自動点呼の普及促進を適正化事業実施機関と連携し対応を図るとともに、各点 

呼機器導入に対する費用の一部を助成し、会員事業者の運行管理高度化・効率化へ 

の一助としたい。 

（４）運輸安全マネジメントの普及拡大 

   ① 運輸安全マネジメントの普及啓発 

     適正化事業実施機関の巡回指導項目となった運輸マネジメント制度の普及啓発を 

図るため、巡回指導時に関係資料等を配布し取り組みについて周知したい。 

（５）駐車問題見直しへの対応 

   ① 貨物集配中の貨物自動車に係る駐車規制の見直し 

     事業用トラックの荷物積み降ろしスペースに係る駐車規制緩和地点については、 

関係行政機関に対し駐車取締り規制の緩和を要望し、徐々に駐車スペースが整備さ 

れて来ているところであるが、未だ駐車スペースの確保が十分ではなく駐車規制緩 

和の要望が会員事業者より求められている状況にあることから、引き続き情報収集 

に努め関係行政機関への働きかけを行いたい。 
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（６）トラックドライバー・コンテストの実施 

   ① 全国トラックドライバー・コンテストへの参加 

     社会的責務を担う事業用トラックドライバーとしての自覚と誇りを持ち、高度な 

運転技術と関係法令及び車両構造等に係る専門的な知識を競い、トラック運送業界 

を挙げた安全意識の高揚と交通事故防止活動の推進を図ることを目的とした、全国 

トラックドライバー・コンテスト（以下「全国大会」とする。）の埼玉県予選会を開 

催し、上位入賞者を全国大会へ出場させたい。また、予選会で選出された選手に対 

し、日頃の運転技術を全国大会で発揮していただくため、全国大会で実施される法 

令走行及び課題走行について、事前練習会を総合教育センターで実施し全国大会で 

上位入賞を目指したい。 

● 労働対策 

（１）過労死等防止対策の推進 

  ① 健康状態に起因する事故防止対策の推進 

    過労死を含める健康起因事故防止を推進するためセミナー等を開催するとともに、 

健康診断、脳ドック、脳 MRI 健診、SAS スクリーニング検査等の受診促進を図るた 

め、受診費用の一部を助成したい。 

（２）労働災害防止、荷主対策の推進 

  ① 労働災害防止対策の推進 

    事業主は労働災害を未然に防ぐため、労働安全衛生関係法令の遵守が基本となり、 

これにより、従業員が安全で健康に働ける職場環境の確保が責務となっている。労 

働災害防止のための主な措置として「危険防止の措置」「健康管理の措置」「安全衛 

生管理体制の整備」が必要となり、労働災害発生の有無を問わず安全衛生管理措置 

を怠ると、様々な責任が問われることとなる。陸上貨物運送事業労働災害防止協会  

埼玉県支部（以下「陸災防 埼玉県支部」とする。）及び総合教育センターと連携し、 

労働災害防止に係るセミナー等を開催し労働災害防止を推進したい。また、直近の 

労働災害発生状況では、死亡災害及び死傷災害ともに減少傾向にあるものの、交通 

労働災害を除き「墜落・転落」「転倒」「はさまれ・巻きこまれ」災害が依然として 

多発していることから、荷役作業における安全な作業手順を習得するフォークリフ 

ト運転技能講習（フォークリフト運転従事者教育を含む）及びテールゲートリフタ 

ーインストラクター講習、特別教育の受講費用並びにトラック荷台への昇降機器導 

入に対する費用の一部を助成し、安全な荷役作業の確保に努めたい。 
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２．トラック適正化二法及び改正物流法への対応 

（１）トラック適正化二法の施行に向けた対応 

  ① トラック適正化二法施行に向けた情報提供及び周知 

    令和 8 年 4 月 1 日より施行される「違法な白トラの利用に係る荷主企業等への規 

制」「委託次数の制限」及び「貨物利用運送事業者への書面交付義務等の準用」につ 

いて、全日本トラック協会及び埼玉運輸支局と連携して会員事業者へ周知を図ると 

ともに、今後施行される「許可更新制度」並びに「適正原価の遵守義務」について 

も、国土交通省及び全日本トラック協会の動向を注視して、会員事業者への的確な 

情報提供に努めたい。 

（２）委託次数の制限及び違法な「白トラ」に係る荷主等の取締りに関する周知と遵守に 

向けた対応 

① 適正化事業調査員（G メン調査員）による周知と遵守  

令和７年６月に成立・公布された「トラック適正化二法」では、違法な「白トラ」 

に係る荷主企業等の取り締まりについて、令和８年４月より施行されることから、 

適正化事業調査員（Ｇメン調査員）「以下「Ｇメン調査員」とする。」の活動を通じ 

て荷主企業及び元請事業者に対し周知と遵守に向けた対応を強化し推進したい。 

 （３）改正物流法に係る商慣行の見直しや荷待ち・荷役時間の削減等物流効率化に向けた 

対応 

      ① 商慣行の見直し及び荷待ち・荷役等の時間削減等の物流効率化推進 

 商慣行の見直し及び取引環境の改善並びに物流の効率化に向け、「トラック輸送に 

おける取引環境・労働時間改善埼玉県地方協議会」に協力するほか、全日本トラッ 

ク協会と連携し、改正物流法に基づく「物流効率化のための取り組み」「書面の交付」 

等の規制的措置等について、会員事業者に対し周知を行い理解の深度化を図りたい。 

   ② 人手不足対策分科会への協力 

     埼玉県は、2024 年 4 月より自動車運転業務の時間外労働時間上限規制の適用にあ 

たり、働き方改革が進む中で喫緊の課題となっている人手不足に対応するため「強 

い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」内に「人手不足対策分科会」を設置し、人 

手不足解消を目指し、関係機関と連携して必要な取り組みを実施している。構成員 

である埼玉県トラック協会は、国、埼玉県、経済団体、消費者団体、物流事業者な 

ど各団体とともに、埼玉県の持続可能な物流確保に向けた取り組みへ積極的に協力 

したい。 

   ③ 荷主企業との連携による物流の効率化に向けた取り組みの推進 

     会員事業者と荷主企業が一堂に会し、トラック運送業界の問題点を共有して諸問 
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題解決の一助として開催する「物流セミナー」を引き続き開催し、荷主企業との相 

互理解を深め、輸送秩序の確率を図るとともに物流の効率化を推進したい。 

 （４）取適法の周知と遵守に向けた対応 

   ① 取適法の周知と遵守に向けた対応 

     令和８年１月に施行された取適法に関して、全日本トラック協会及び公正取引委 

員会、関係行政機関等と連携し、会員事業者に対してセミナー等を開催するなど、 

法改正の周知と遵守を推進するとともに、燃料価格下落時におけるトラック運送業 

の適正取引の徹底を図りたい。 

 （５）時間外労働の上限規制 960 時間及び改正改善基準告示の遵守に係る対応 

① 時間外労働の上限規制 960 時間及び改正改善基準告示の遵守 

   埼玉労働局及び全日本トラック協会並びに、適正化事業実施機関と連携し、時間 

外労働の上限規制並びに改善基準告示の遵守に係るセミナーや説明会を開催し、会 

員事業者の法令遵守の一助としたい。 

 （６）協会各支部で開催する説明会等への対応 

   ① 協会各支部で開催する改正物流法及びトラック適正化二法並びに取適法の説明会 

開催に際し、開催費用の一部の助成支援を行い、会員事業者の法令遵守の深度化を 

図りたい。 

 

３．標準的運賃の活用等による適正運賃・料金収受の推進 

（１）標準的運賃の活用及び原価管理の徹底等による適正運賃・料金収受の推進 

   ① 標準的な運賃の届出推進及び適正運賃・料金の収受等転嫁対策の推進 

     全日本トラック協会及び適正化事業実施機関と連携し、輸送の安全確保及び事業 

の適正な運並びに人材確保等の対応には、適正なコストを価格転嫁し、適正な運賃・ 

料金収受が重要であることから、適正化事業実施機関の巡回指導時に「標準的な運 

賃」及び「標準貨物運送約款」の届出状況を確認し、未届出事業者には、「標準的な 

運賃」「標準貨物運送約款」届出の必要性を説明し届出促進に努めるとともに、「原 

価計算セミナー」を開催し、会員事業者の「標準的な運賃」活用と原価管理の徹底 

等による適正運賃収受対策に加え、「標準貨物運送約款」に基づき適正料金転嫁対策 

の一助としたい。 

 

４．トラック・物流 G メンと G メン調査員の連携による荷主対策の深度化の推進 

（１）トラック・物流 G メンと G メン調査員の連携による荷主対策の深度化の推進 
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   ① トラック・物流 G メンと G メン調査員の連携強化 

  令和 6 年 11 月より、国土交通省による「トラック・物流Ｇメン」の業務を補完す 

ることを目的に選任されたＧメン調査員の活動では、事業者の法令遵守を妨げる違反 

原因行為に関する荷主企業の情報について、プッシュ型による積極的な情報収集によ 

りトラック・物流 G メンへ調査業務の報告を行い、トラック運送事業の労働環境改 

善を図るため、荷主企業、元請企業への啓発活動を推進したい。 

 

５．燃料高騰対策等の推進 

（１）燃料サーチャージ導入の促進 

   ① 燃料サーチャージ導入に伴う届出の促進 

     令和 7 年 11 月 5 日、与野党６党による実務者協議で、ガソリン税・軽油引取税 

の暫定税率の廃止が正式に合意されたが、標準的な運賃算出元の燃料費と軽油引取 

税の暫定税率の廃止後の燃料費には乖離があることから、「標準的な運賃」届出とと 

もに「燃料サーチャージ」の届出を促進し、全日本トラック協会と連携し、荷主企 

業への浸透を図り、適正料金の収受対策の一助としたい。 

 

 ６．多様な施策による良質なドライバーの人材確保対策の推進 

 （１）若年層、女性の採用等を含めた人材確保及び育成教育・定着対策の推進 

   ① 若年層及び女性の採用等を含めた人材確保並びに育成教育・定着対策の推進 

  人材確保のため、国土交通省が創設した「働きやすい職場認証制度」の認証を取 

得した会員事業者に対し、認証取得費用の一部を助成し、認証取得を促進するとと 

もに、インターンシップや中小企業大学校への入校など教育への助成について、費 

用の一部を助成し、人材確保の一助としたい。また、人材確保対策の一環として、 

若年ドライバーへの特例教習受講及び準中型免許・5 トン限定解除に係る費用の一 

部を助成するとともに、ドライバー不足問題の解決の一助とするため、引き続き大 

型・中型・けん引免許取得費用の一部を助成したい。 

   ② 協会各支部で開催する人材確保事業への対応 

     協会各支部で開催する求人関連の企業説明会等開催費用の一部に対し、助成支援 

を行い人材確保対策の一助としたい。 

 （２）特定技能制度による外国人ドライバーの円滑な受入れに向けた対応 

   ① 特定技能制度による外国人ドライバーの円滑な受入れ 

     高齢化等による人手不足が顕著な 12 分野を対象に一定の専門性・技能を有し即 

戦力となる外国人受入れの仕組みとして令和元年４月に制度が開始され、令和 6 年 
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3 月 29 日の閣議決定により、自動車運送業等の４分野が特定技能制度に追加され、 

自動車運送業分野はトラック・バス・タクシーの３区分が特定技能１号について受 

入れが可能な分野に定められた。トラック運送業界では特定技能制度による外国人 

ドライバーの受入れが本格化することに伴い、外国人ドライバー導入制度に関して、 

国、全日本トラック協会より情報を収集するとともに会員事業者向けの説明会等を 

開催し、会員事業者の外国人ドライバー受入れ対応の一助としたい。 

 

 ７．高速道路料金の割引の拡充及び重要物流道路等広域道路ネットワークの整備など使 

いやすい道路の実現 

  高速道路の割引の拡充及び重要物流道路等広域道路ネットワークの整備等以下に掲 

げる 9 項目について、埼玉県トラック政治連盟及び全日本トラック協会並びに関東トラ 

ック協会と連携し、埼玉県選出の国会議員、県議会議員へ実現に向け要望したい。 

（１）大口・多頻度割引の実質 50％割引への拡充・恒久化 

① トラック輸送にとって、高速道路の利用は、ドライバーの拘束時間短縮等働き方 

改革の実現、輸送時間の短縮及び定時制の確保等生産性の向上の実現に不可欠なも 

のである。トラック輸送が国民生活と経済のライフラインとして機能を果たすため、 

大口・多頻度割引の実質 50％割引への拡充・恒久化について要望活動を行いたい。 

   ② NEXCO が管理する一般有料道路は、一部を除き大口・多頻度割引の対象となっ 

ていないため、全ての一般有料道路を大口・多頻度割引の対象に含めるよう要望活 

動を行いたい。 

（２）高速道路料金等の更なる割引等の拡充 

   輸送効率の改善や一般道の交通安全・環境面の維持を図り、トラックの高速道路利 

用を促進するため、更なる高速道路料金の割引について、以下のとおり要望活動を行 

いたい。 

   ① 首都高速道路の料金値上げの動きに対し、値上げ阻止に向けた対応を行う。 

   ② 車種区分の見直しについて、国土幹線道路部会の議論を注視し、トラック輸送に 

十分配慮した見直しとなるよう要望したい。 

   ③ 道路整備特別措置法等の一部を改正する法律により料金徴収期間が最長で令和 

97 年 9 月末までとなったこと踏まえ、土地に関する債務を償還対象から除くことに 

より、一層の利用者重視の観点から、料金水準の引き下げについて要望したい。 

   ④ 本州四国連絡高速道路及び首都高速道路、阪神高速道路について、NEXCO3 社と 

同一の一貫した割引制度となるよう要望したい。 
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   ⑤ 令和 8 年度から実施が予定されている、見直し後の深夜割引制度について、全日 

本トラック協会による影響調査の結果に基づき、必要に応じ要望したい。 

（３）渋滞対策等に資する料金・割引制度の実現 

   山陽自動車道から中国自動車道への利用転換など、混雑する一般道路や高速道路か 

ら通行量の少ない高速道路への利用転換を促進するため、渋滞等緩和に資する料金・ 

割引制度が設けられるよう要望したい。 

（４）「重要物流道路」の追加指定や機能強化の推進 

   大型トラックがスムーズに走行できる環境の実現に向けて、重要物流道路の追加指 

定及び指定された区間の道路整備が早期に完成・供用されるよう、国土交通省等に対 

し要望したい。 

（５）高速道路等ネットワークの積極的な整備推進及びミッシングリンクの解消 

      トラック輸送ニーズに対応した、平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保す 

るとともに、「SDGs（持続可能な開発目標）の達成」や「グリーン社会の実現」を図 

るため、ミッシングリンクの解消や迂回可能なダブルネットワークの構築等、高速道 

路及び一般道路が連携した全国道路ネットワークの積極的な整備推進について、全日 

本トラック協会や地元自治体と連携を図り、国土交通省に対し要望したい。 

（６）高速道路における暫定２車線の４車線化など安全対策及び渋滞対策の推進 

   より安全に高速道路を利用し、輸送時間の短縮等高速道路の持つ効果が最大限に発 

揮されるよう、暫定 2 車線の 4 車線化などの安全対策及び渋滞対策の推進に向けて、 

全日本トラック協会や地元自治体等と連携を図り、国土交通省に対し要望したい。 

（７）SA・PA、道の駅における駐車スペースや休憩・休息施設の整備・拡充及びトラッ 

クステーション等の管理運営・充実 

① 労働関係法令の遵守及び労働環境改善のために必要な施設として、立体構造化な 

どにより SA・PA、道の駅における大型車及び特大車用の駐車スペースや駐車マス 

の幅の拡大、休憩・休息施設となる建屋内設備の整備・拡充、特にシャワー・コイ 

ンランドリー施設の設置箇所拡大について、国土交通省等に対し要望したい。 

   ② ドライバーの労働環境改善を図るため、SA・PA や道の駅において、PPP 手法等 

によるドライバー施設の充実に対応したい。 

   ③ トラックステーションがより魅力的な休憩施設となるよう、ドライバーのニーズ 

に基づいた施設の見直しや利用の促進に資する施策等について、全日本トラック協 

会へ検討を求めたい。 

   ④ トラックステーションの管理運営について、利用実態を踏まえた運営方法見直し 

や、経年劣化に応じた大・中規模の修繕を全日本トラック協会へ要望したい。 
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   ⑤ トラックステーションにおけるアイドリングストップやごみの不法投棄禁止の徹 

底を図るなど環境啓発活動を推進したい。 

（８）中継物流拠点の整備・拡充等による中継輸送の推進 

    ドライバーの長時間労働の抑制等働き方改革の推進のため、中継物流拠点（コネク 

トエリア）の設置箇所を拡大するよう、国土交通省等に対し要望したい。 

（９）道路通行及び車両に関する制度の簡素化及び規制緩和要望の推進 

   ① 特殊車両通行許可に付される通行時間帯条件の緩和など車両制限令や道路運送車 

両の保安基準、道路交通法施行令について、各種規則の緩和、手続きの簡素化・迅 

速化等について、全日本トラック協会で進められる改善方法の検討を踏まえ、国土 

交通省や警察庁等に対し要望したい。 

   ② 特殊車両通行確認制度における、道路関連のデジタル化の促進や利用しやすい手 

数料水準の実現等ついて、国土交通省等に対し要望したい。 

 

 ８．適正化事業の推進（D・E 事業所の重点化）による法令遵守の徹底 

 （１）適正化事業実施機関の事業運営の推進 

      ① 適正化事業実施機関の巡回指導及び事業充実化 

     巡回指導目標件数は 1,250 事業所とするが、Ｇメン調査員業務の推進に伴い柔軟 

に対応したい。また、適正化事業の円滑な事業展開を図るため、適正化事業推進委 

員会へ事業計画の提案及び事業報告を行うこととしたい。なお、関係行政機関との 

連絡会議を定期的に開催し、適正化事業実施機関の活動状況（巡回指導結果や指導 

項目の改善状況等）の連絡体制を緊密にするとともに、諸課題の解決に向けて連携 

を強化したい。更に、適正化事業実施機関評議委員会を開催し、関係行政機関及び 

有識者等からの意見を事業に反映させ巡回指導の充実化を図りたい。 

   ② 輸送秩序確立対策事業の推進 

     関係行政機関との更なる連携強化による速報制度及び相互通報制度に伴う特別巡 

回指導を適切に対応し、関係行政機関による改善命令報告に基づく現地確認調査等 

にも積極的に協力したい。 

 （２）D・E 事業所の重点化等巡回指導による法令遵守の徹底 

   ① D・E 事業所の重点化等巡回指導の実施 

     輸送の安全確保の必要性に重点を置き、総合評価が D・E 事業所に対し重点化し 

て巡回指導を実施したい。 
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② 総合評価Ｃ事業所に対する指導の実施 

総合評価がＣ事業所に対し、事業運営や法令違反等について、早期の改善を図る 

よう指導を実施する。 

 （３）安全性評価事業（G マーク制度）の積極的な推進及び普及促進策 

   ① 会員事業者における G マーク制度認定 45％以上への取り組み 

     協会各支部及び埼玉県トラック協会 各ブロック協議会（以下「協会各ブロック協 

議会」とする。）での、会員事業者の G マーク取得促進を図ることを目的に説明会 

を開催し、個別相談の実施やワンポイントアドバイスを広く周知することにより、 

G マーク取得までのフォローアップを積極的に行いうとともに、巡回指導を通じ安 

全性評価制度の概要や認定取得後のインセンティブについて周知することにより、 

新規申請の申請を促進し、会員事業者の認定率 45％以上の達成に向けた事業を推進 

したい。 

   ② G マーク認定ステッカーへの対応 

     G マーク認定ステッカーの適切な取り扱いについて、有効期限切れ及び車両の入 

れ替え、車両売却時について、適切な取り扱いを事業者に周知し対応に努めたい。 

   ③ トラック運送事業者の安全性を正当に評価し、更なる認定・公表する制度の周知 

及び促進等を実施するとともに、安全性優良事業所における地方運輸局長・運輸支 

局長表彰の対象者となるトラック運送事業者に対する周知を行い、表彰要件を満た 

すトラック運送事業者を推薦したい。 

 （４）適正化事業指導員に係る更なる資質の向上 

   ① 適正化事業指導員に係る研修事業の充実及び更なる資質向上のため、全国・関東・ 

近隣県の適正化事業実施機関と研修会を開催し、指導員個々のスキルアップを図り 

たい。 

 （５）G メン調査業務の積極的な推進 

   ① G メン調査員としての資質向上 

     Ｇメン調査員に係る研修事業の充実を図り、更なる資質向上を目的に、全国・関 

東・近隣適正事業実施機関等の研修会へ参加し、Ｇメン調査員個々のスキルアップ 

を図りたい。 

 （６）引越事業優良認定制度の普及 

    引越利用者へのサービスや作業等のレベルアップを目的に引越基本講習及び引越 

管理者講習を全日本トラック協会の協力を得ながら実施するとともに、引越事業者優 

良認定制度の周知を図り普及促進に努めたい。 
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９．新技術を活用した物流ＤＸ及び効率化の推進 

 （１）中小事業者に向けた物流 DX の推進 

   ① 物流 DX 事業の推進 

     物流 DX は、Iot、AI 等の最新技術を活用し、物流業務の効率化や自動化を推進す 

ることで、業務プロセスやビジネスモデル自体を変革し、コスト削減、生産性向上、 

サービス品質向上等を実現し、物流の在り方そのものを見直すことが目的とされて 

いる。先ずは「これまで出来たことをデジタル化」することで業務の効率化と生産 

性の向上を図り、業務前・業務後点呼、労務管理における IT 機器導入を DX 化の身 

近な入口として、各種 IT 機器の紹介とその取り組み事例を紹介したい。更に、働き 

方改革への対応に必要不可欠である正確な労働実態把握のための IT 機器導入とデ 

ータに基づく事業運営を推奨し物流 DX を推進したい。 

 

【重点施策】 

 １. 総合教育センターにおける交通・労働災害防止及び夜間事故防止並びに飲酒運転根絶 

に向けた研修の実施 

（１）総合教育センターにおける各種研修・講習事業の推進 

        総合教育センターにおいては、各種研修及び講習を通じて、トラック運送業界の良 

質な労働力の確保の一助として活動を行うとともに、交通安全体験車「サイトくん」 

の活動により、幅広い世代に対し交通事故防止の啓発活動を実施したい。なお、各種 

研修・講習においては、事業用トラックの交通事故防止及び交通事故を未然に防ぐた 

めの手法を学ぶとともに、飲酒運転根絶に向けたドライバーの法令遵守、マナー及び 

モラルの向上に係る研修を実施し、交通事故防止の一助としたい。また、ドライバー 

の平均年齢が年々上昇していることから、高年齢運転者の交通事故防止を目的とした 

研修の実施向けカリキュラムの検討を進め、試行的に実施するとともに、「エコドラ 

イブ研修」の受講者が年々減少しているため、エコドライブや環境保全の重要性につ 

いて「事故防止乗務員研修」のカリキュラムに取り入れた研修を実施したい。更には 

「2024 年問題」や慢性的な人手不足による外国人ドライバーの増加を見据え、外国 

で取得した運転免許切替の特殊技能試験合格を目的とした研修の実施に向け、引き続 

き調査・カリキュラムの検討を進めたい。 

① 運転練習研修（1 日コース）の実施 

     大型・中型トラックの運転技能向上を目指し、トラック運送業界における良質な 

労働力確保につなげる研修を実施したい。 
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② 事故防止乗務員研修（2 日間）の実施 

     交通事故に係るドライバーの生理的及び心理的要因を解説するとともに、危険予 

知訓練の手法を用いて、交通事故につながる恐れのある危険予知と、安全を確保す 

るために留意すべき事項や交通の状況に応じた安全な運転方法を再確認するととも 

に、事業用トラックの運行における省エネ運転の必要性を認識し、輸送コストのス 

リム化、地球温暖化の保全に対応するための「省エネ運転」「保守点検」のポイント 

を理解する研修を実施したい。また、煽り運転に係る罰則が創設され、取り締まり 

が強化されていることから、各種講習等において、煽り運転撲滅へ向けて自社のド 

ライバーに向けた指導等の実施をお願いしてきているが、事故防止乗務員研修にお 

いても煽り運転撲滅に向けての啓発を引き続き実施したい。 

③ 新人乗務員研修（初任運転者２日コース）の実施 

     「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の方 

針」（平成 13 年 8 月 20 日 国土交通省告示第 1366 号）に基づき、事業用トラック 

の安全な運転に関する基本的事項及び構造上の特性と日常点検の方法、危険予測の 

必要性など、事業用トラック運行の安全を確保するために留意すべき事項を解説し、 

自らの技能・知識の把握から初任適性診断の結果を踏まえた、安全知識の充実と技 

能・運転行動の改善を図る研修を実施したい。また、飲酒運転根絶に向けた意識の 

向上を図るため、正しいアルコールへの認識及び知識を習得することにより、飲酒 

運転根絶へ向けた活動を推進し、併せて事故防止乗務員研修と同様に、新人乗務員 

研修においても煽り運転撲滅に向けての啓発を実施したい。 

④ 安全確認研修（1 日コース）の実施 

     事業用トラックの安全を確保するために必要な運転に関する技能及び知識を習得 

し、貨物を安全かつ確実に輸送することが社会的使命である事を認識し、ドライバ 

ーが遵守すべき事項を確認する研修を実施したい。 

⑤ 女性乗務員安全確認研修（１日コース）の実施 

  トラックの構造や故障発生時の対処方法、運行の安全を確保するために必要な運 

転に関する技能及び知識を習得し、貨物を安全かつ確実に輸送することが社会的使 

命である事を認識し、ドライバーが遵守すべき事項を確認する研修を実施したい。 

⑥ 事故惹起者運転研修（１日コース）の実施 

     運転行動の問題点を把握し、事故の原因及び再発を防止するために必要な事項を 

確認すると同時に、危険予測を積極的に進め道路及び交通の状況に応じて、交通事 

故につながる恐れのある危険について、ドライバー自ら考えるための研修を実施し 

たい。 
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⑦ 安全運転指導者研修（１日コース）の実施 

     トラック運送事業の現場において、交通事故防止を目的とする安全指導者の育成 

を目的とし、指導方法（技法）を現場において指導できる研修を実施したい。また、 

平成 26 年より増加傾向にある健康に起因する交通事故に対して、各種講習等を通 

じて健康管理の必要性について注意喚起を行っているが、健康に起因する交通事故 

削減に向けて、安全指導者に対しても健康管理の重要性や及ぼす影響を解説し、一 

層の啓発を図りたい。 

⑧ 全日本トラック協会 安全研修（３日コース）の実施 

     全国のトラック運送事業者を対象とした安全教育の１研修機関として、全日本ト 

ラック協会が行うドライバーの交通事故防止及びエコドライブ研修並びに安全管理 

者の育成を目的とした研修を引き続き実施したい。 

⑨ 個別事業者研修（１日コース）の実施 

     トラック運送事業者や各種団体及び一般企業からの要望による研修を実施し、社 

会全般における自動車の安全に対する意識の向上と安全を確認するための研修を実 

施したい。 

⑩ 運行管理者試験特別講座（１日コース）の実施 

     運行管理者試験における関係法令を中心に、国家試験に合格するための事前講座 

を開催し、合格率の向上に努めたい。 

⑪ 適性診断（半日コース）の実施 

     一般診断・初任診断・適齢診断を実施し、個々のドライバーが自らの運転行動の 

特性を自覚し、心理的手法により安全運転への動機付けとなる診断を実施したい。 

⑫ 運行管理者等一般講習 

     講習を８回実施することにより、受講環境を整え管理者の安全意識の向上を目指 

すとともに、運行管理面で告示の改正に重点を置いた改正法令、事故再発防止対策、 

健康起因に係る事故再発防止対策やドライバーの運転適性に応じた安全運転指導方 

法等を解説する講習を実施したい。 

 （２）交通安全体験車「サイトくん」の活動推進に関すること 

    交通安全体験車「サイトくん」の活動を通じて、各種学習安全体験型機器を活用し 

て、子供から高年齢者までの幅広い世代に対して、交通安全活動の必要性及び交通事 

故防止の重要性を啓発したい。 

 （３）総合教育センターの施設等維持・管理 

   ① 宿泊棟 各宿泊室等の修繕 

     宿泊棟の各宿泊室及び各階ミーティングルームで使用する空調設備について、開 



- 18 - 

 

所より 29 年の使用により経年劣化・老朽化が進み、特に夏季の使用には重大な不 

安要素があり、メーカーでの部品欠品や修理が不能な状況であるため、受講者が安 

心して利用できる施設を維持するため改修工事を実施したい。 

   ② 総合教育センター内のシステム改修 

     総合教育センター及び適性診断室において実施する各種研修・講習・講座・適性 

診断の実施情報や受講者情報を管理する研修管理システム並びに情報処理機器につ 

いて、システム開発会社の保守が終了し、システム維持管理が滞ることから、埼玉 

県トラック協会の既存システムを活用し、将来的にはデータの一元管理、統合、共 

有を図るため新たな研修管理システムの再構築を実施したい。 

   ③ 総合教育センターの研修使用車両更新 

     総合教育センターで使用する研修車両について、長期使用で老朽化が進み研修実 

施に支障を来たす状況や、受講者が勤務する事業所の車両との運転操作等に係る齟 

齬が発生していることから、車両の更新を計画的に実施し、受講者の利便性と研修 

の質の向上を図りたい。 

 

 ２．自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現 

 （１）自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現 

   ① 事業用トラックに対する自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現に向け、働き方改 

革による時間外労働時間の上限規制や改善基準告示改正によるドライバーの労働環 

境、物価高騰による輸送コストの増加、慢性的な労働力不足によるトラック運送業 

界の窮状を訴え、トラック運送業界が直面する現状及び諸問題等も併せ、埼玉県ト 

ラック政治連盟及び全日本トラック協会並びに関東トラック協会と連携し、埼玉県 

選出の国会議員、県議会議員への要望活動を引き続き行いたい。 

 

 ３．環境・GX 対策及び SDGs 対策の推進 

 （１）「環境ビジョン 2030」の推進 

   ① 環境ビジョン 2030 の推進 

     脱炭素を推進するため「環境ビジョン 2030」の対策メニューであるアイドリング 

ストップ及びエコドライブ、点検整備の徹底、環境月間の設定等、引き続き取り組 

みの推進を図りたい。 

   ② 脱炭素への対応 

     全日本トラック協会では、2030 年度を目標にトラック運送業界でのカーボンニュ 

ートラルを目指し、トラック運送業界全体の 2030 年の CO2 排出原単価を 2005 年 
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度比で 31％削減することを掲げ「トラックの森」づくり事業や様々な事業を推進し 

ている。また、荷主企業等からの脱炭素への取り組み要請もあり、これらの状況を 

踏まえ、トラック運送業界として脱炭素の取り組みを推進するため、関係機関やト 

ラック・燃料メーカー等との連携を図り、新技術への対応を含め幅広く取り組みの 

方向性等について議論・検討したい。 

   ③ トラックの森づくり事業の推進及び木育推進園施設への積み木寄贈 

     森林の育成を通じて地球温暖化の原因である CO2 を吸着するため、埼玉県及び 

埼玉県農林公社と協定を締結している「トラックの森」づくり事業及び協会各ブロ 

ック協議会で実施する市町村と連携した植樹事業を引き続き推進したい。また、ト 

ラックの森づくり事業に係る間伐材を利用して作成した積み木を、埼玉県内木育推 

進園へ寄贈することにより、埼玉県トラック協会の環境対策への取り組みを PR す 

るとともに、資源のリサイクルを図る活動を引き続き推進したい。 

   ④ 緑化事業への助成支援 

     会員事業所等の敷地内の緑化整備（工場立地法による）に対する助成事業につい 

て、整備費用の一部を助成したい。 

   ⑤ 既存照明設備の LED 化更新工事の促進 

     一般照明用蛍光灯の製造及び輸出が水銀の使用等の規制により 2027 年までに廃 

止されることとなっている。また、物価高騰に比例しエネルギー価格も高騰してい 

る中、既存照明設備の LED 化更新工事に対する助成事業を推進することで、早期の 

LED 化を促し省エネによる CO2 排出量の削減並びに電気料金の負担軽減となるこ 

とから、更新工事費の一部を助成したい。 

   ⑥ ゴミのポイ捨て防止対策の推進 

     プラスチックの海洋流出の流出源及びいわゆる「黄金のペットボトル」等ゴミの 

ポイ捨てが社会問題となり、その防止対策が喫緊の課題となっている。総合教育セ 

ンターでの研修を通じて法令遵守、社会常識及びマナー、モラルの徹底を図り黄金 

のペットボトルを含むゴミのポイ捨て防止対策を推進したい。また、ラジオ CＭの 

活用などによりゴミのポイ捨て防止への啓発活動の促進を図りたい。 

   ⑦ 環境講演会の開催 

     地球温暖化対策の動向や取り組みについて、関係機関等と連携して環境に係る講 

演会を開催し、会員事業者の理解の深度化を推進したい。 

 （２）SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応 

   ① 環境 SDGｓ対策の推進 

     グリーン経営（環境負荷の少ない事業運営）は、中小規模の事業者でも環境改善 
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に向けた取り組みの目標設定とその評価が容易であり、自主的で持続可能な環境保 

全活動を行うことが出来ることから、グリーン経営認証取得支援として、新規認証 

取得及び認証更新を行った会員事業者に対し費用の一部を助成し、認証取得並びに 

更新を促進したい。 

   ② 埼玉県トラック協会の SDGｓ（持続可能な開発目標）事業の推進 

「環境ビジョン 2030」の取り組みと SDGs の関連性の理解促進を図りつつ、埼玉 

県トラック協会の埼玉県 SDGｓパートナー登録における SDGｓ目標を推進したい。 

 （３）エコドライブの徹底に向けたＥＭＳ機器等の導入及びアイドリングストップ支援 

機器の普及促進 

   ① アイドリングストップ支援機器の普及促進 

     エコドライブの徹底に向けて、アイドリングストップ運動の促進を図ることから、 

車載式エアヒーター、バッテリー式冷房装置等のアイドリングストップ支援機器等 

への導入助成を引き続き実施したい。 

 （４）ＧＸの実現に向けた環境対応車の普及促進 

   ① 環境対応車の導入普及及び促進 

     環境負荷の低減や環境対応車の普及促進を目的に、ハイブリッド車、電気車、燃 

料電池車を助成対象車として、導入費用の一部を助成し普及促進を図りたい。なお、 

ポスト・ポスト新長期適合車については、全ての対象車両が適合となっており、当 

初の助成意義が完結していることから、令和 7 年の経過措置を終了し助成事業を廃 

止することとしたい。 

   ② 政府による GX（グリーントランスフォーメーション）の推進 

     政府では、産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会・産業構造をクリーンエネ 

ルギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革するエネルギーの安定供給・ 

経済成長・排出削減の同時実現を目指す「GX（グリーントランスフォーメーション）」 

を推進している。そのようなことから、官民の取り組みに関する情報を収集し、会 

員事業者に周知し GX の推進を図りたい。 

   ③ エンジンの環境性能維持回復の促進 

     国内の対象地域（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）である一都三県では、デ 

ィーゼル車の排出ガス規制が 2003 年 10 月 1 日より開始され、ディーゼル微粒子捕 

集フィルター（DPF）（以下「DPF」とする。）の装着が義務付けられ、ディーゼル 

車の排出ガスに含まれる PM（粒子状物質）（以下「PM」とする。）を低減し大気汚 

染を防ぐこととされている。しかし、経年とともに粒子状物質の蓄積が手動再生・ 

強制再生でも除去されず、DPF の性能はフィルター洗浄または交換が必要となるこ 
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とから、エンジンの環境性能維持回復を目的に、インジェクター及び DPF、マフラ 

ーの交換費用の一部を助成し、環境負荷の軽減を図りたい。 

 

 ４．広報媒体を活用した対外的な PR 対策の積極的な推進 

 （１）日本の経済活動に不可欠なトラック輸送の果たす役割と重要性の理解促進及び業界 

の社会的評価の向上を図るため、積極的な情報発信に努め、多彩なメディアを活用し 

た広報活動の最適化の推進 

   ① 埼玉県トラック協会の取り組みに係る広報 PR の推進 

     毎年 10 月 9 日を「トラックの日」とした協会各支部で行う諸活動に対して、活動 

経費の一部を助成しトラック運送業界の PR を推進したい。また、埼玉県トラック 

協会が発行する協会報（サイトくん情報）の掲載内容について見直しを図り、FAX 

一斉サービス、メール配信サービスをより充実させるとともに、多彩なメディアを 

活用した有効な手段（ラジオ、新聞等のマスメディア）で会員事業者はもとより一 

般の方々に対し情報の発信に努めたい。更に、SNS を活用した埼玉県トラック協会 

の情報（行事・イベント・セミナー等）の広報活動を展開し、埼玉県トラック協会 

の各取り組み等の情報発信に努めたい。 

   ② 第 23 回 児童絵画作品コンクールの開催 

     児童絵画作品コンクールは、令和 8 年度に第 23 回目を迎え、埼玉県内の小学生 

からの応募作品は約 1 万点となっており、埼玉県内はもとより埼玉県内に在住し県 

外へ登校する小学生及びその保護者にも広く浸透した事業となった。令和 8 年度も 

「こんなトラックあったらいいな」をテーマに、入賞作品 10 賞 30 作品、佳作 30 作 

品として応募を受け付け、表彰式は「むさしの村 さくらホール（加須市）」を利用 

して開催したい。また、入賞作品の更なる広報 PR を通じてトラック運送業界の取 

り組みを幅広く広報したい。 

   ③ メディアを活用した広報活動の推進 

     FM NACK5「FUNKY FRIDAY」の番組内において、埼玉県トラック協会の様々 

な取り組みや、トラックドライバーをはじめとする一般ドライバーに向けた交通安 

全の呼びかけと、道路交通法第 38 条「横断歩道や自動車横断帯を横断しようとする 

歩行者や自転車がいる場合、車両はその直前で一時停止し、通行を妨げてはならな 

い」と定められており、埼玉県警察が推進する「KEEP38 プロジェクト」に賛同し、 

広報活動を積極的に行いたい。 

   ④ 新入学児童への防犯ブザー寄贈 

     新入学児童の安全・安心な学校生活の確保及び子供に対する犯罪抑止を目的に、 
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社会貢献活動の一環として、埼玉県内の新入学児童に対し「光るトラック型防犯ブ 

ザー」を寄贈し、地域の社会貢献活動に協力したい。 

 

 ５．大規模自然災害等発生時等における緊急物資輸送体制の確立 

 （１）大規模自然災害等発生時における緊急物資輸送体制の確立 

   ① 大規模自然災害等発生時における埼玉県及び市町村との連携 

     トラック輸送は経済活動や市民生活を支える「ライフライン＝命綱」であり、大 

規模自然災害等発生時にも重要な役割を果たすことが期待されている。埼玉県トラ 

ック協会及び協会各支部は埼玉県・市町村から指定地方公共機関に指定され、大規 

模自然災害等発生時の緊急物資輸送に関する協定を締結している。大規模自然災害 

等発生時における円滑な緊急物資輸送を確保するため、更なる自治体との連携を強 

化し、迅速かつ円滑なトラック輸送体制の構築を図りたい。 

② 大規模自然災害等発生時に関する各自治体との協定・連携 

  総合教育センターについて、埼玉県と令和５年度に協定を締結し、大規模自然災 

害等発生時、緊急物資の集積場所や全国からの警察、消防等の救援部隊の集結場所 

として使用する「広域支援拠点」とした。また、埼玉県及び各市町村の緊急物資輸 

送拠点施設等の現場確認を、埼玉県トラック協会及び各支部と自治体で行い、施設 

に関する情報共有と更なる連携強化を図り、大規模自然災害等発生時の円滑な輸送 

体制の整備を実施したい。 

   ③ 大規模自然災害等発生時の緊急物資輸送 

     大規模自然災害等発生時に迅速・円滑な緊急物資輸送を行うため、これまでも九 

都県市防災訓練をはじめとする各種訓練への参加・協力を行っている。埼玉県の国 

からのプッシュ型緊急物資輸送の搬出入訓練への参画を含め、引き続き各種訓練へ 

積極的に参加し迅速・円滑・着実な緊急物資輸送体制の確保を図りたい。 

   ④ 大規模自然災害等発生時及び事故災害発生時の支援 

     大規模自然災害等や事故災害発生時に、埼玉県特別機動援助隊（埼玉 SMART） 

の構成機関が迅速に出動し、災害医療活動を円滑に行われるよう災害出動車両の整 

備事業を引き続き支援したい。 

   ⑤ 大規模自然災害等発生時に被災した会員事業者への支援 

     埼玉県トラック協会では、大規模自然災害等発生時に迅速的確な対応を図り、事 

業の継続あるいは早期復旧を可能にするために、令和４年度に埼玉県トラック協会 

の「防災マニュアル」及び「BCP（事業継続計画）」を策定した。会員事業者に向 

けて、大規模自然災害等の緊急事態に遭遇した場合において、被害を最小限にとど 
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めつつ、中核となるトラック運送事業の継続あるいは早期復旧を可能とするため、 

平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための手法、手段などを取り決 

めておく BCP（事業継続計画）の活用を引き続き推進したい。 

 （２）大規模自然災害等発生時に備えた災害物流専門家の育成・増員及び防災マネジメン 

トの推進 

   ① 災害物流専門家の育成・増員 

大規模自然災害等発生時には、国及び地方自治体からプッシュ型支援による大量の 

緊急物資が県・市町村へ届くことが想定されているが、過去の大規模自然災害等発生 

時には、避難所に必要な物資が届かない事態が度々発生している。その対応策として、 

大規模自然災害等発生時に物流に関する専門的な知識を持つ専門家を県・市町村へ派 

遣し、助言・支援等を行い支援物資物流の円滑化に貢献できる「災害物流専門家」の 

育成を引き続き推進したい。そのため全日本トラック協会の協力を得ながら、市町村 

による今後の活用拡大を視野に「災害物流専門家」研修を２回実施し更なる増員を図 

りたい。 

   ② 運輸防災マネジメントの推進 

     国土交通省で取り組む運輸防災マネジメントについて、会員事業者へ情報を展開 

し、防災意識の向上と防災体制の構築を図りたい。 

   ③ その他防災、災害対策に資する取り組み 

    ア. 災害時対応発電機等の導入促進 

       日頃から災害に備える会員事業者に対する支援として、「災害時対応発電機」 

及び「防災備品」の購入に対する費用の一部を助成したい。 

 

６．会員事業者事業運営及び経営基盤強化に資する事業の推進 

● 会員事業者の事業運営推進 

 （１）会員事業者への助成事業 

   ① 運行管理者等指導講習（一般講習・基礎講習）及び整備管理者研修の受講促進 

     自動車運送事業者は、保有車両数に応じて必要な人数の運行管理者を選任し、運 

行管理者講習（一般講習）を２年に１回受講させなければならないと定められてお 

り、整備管理者も選任者に整備管理者講習を２年に１回受講させなければならない 

と定められている。そのため、運行管理者等指導講習及び整備管理者研修の受講費 

用について助成を行い、会員事業者の受講促進を図りたい。 

   ② 運転記録証明取得及び適性診断受診の促進 

     運転記録証明書の取得は、事業所内での「安全意識の高揚」「交通事故・交通違反 
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の抑止効果」が得られ、また、適性診断受診は、ドライバーの性格や安全運転態度、 

認知処理機能等、個人の運転特性を把握することができ、適性診断の受診は事故防 

止の観点で重要であることから、運転記録証明書の取得及び適性診断受診費用の一 

部を助成し、安全対策並びに交通事故防止の一助としたい。 

（２）福利厚生事業の推進 

    ① 協会各支部及び協会各ブロック協議会への助成 

     協会各支部及び協会各ブロック協議会が行う各会員事業者を対象とした福利厚生 

事業に係る経費について一部を助成し、福利厚生活動の一助としたい。 

   ② 福利厚生施設の利用促進 

     埼玉県トラック協会が契約する福利厚生施設の宿泊料及び日帰り施設の利用料に 

ついて、宿泊、利用料金の一部を助成し、会員事業者で働く従業員の福利厚生に努 

めたい。また、契約している日帰り施設の県内分布を考慮して、新たな日帰り施設 

との契約を行い、利便性向上を図りたい。 

 ● 会員事業者の経営基盤強化に資する事業の推進 

 （１）資金等の経営課題に関する取り組みの推進 

   ① 資金等の経営課題に関する取り組みの推進 

     近代化基金融資事業及び信用保証料助成事業を引き続き実施し、会員事業者の健 

全経営の一助としたい。また、埼玉県トラック協会で行う各種助成事業並びに融資 

事業に係る関係書類を作成し、会員事業者に配布・周知することにより有効な助成 

事業・融資事業の活用を促進したい。 

 （２）経営基盤強化に資する取り組み及び専門家によるセミナー・アドバイス事業の推進 

   ① 中小企業診断士による経営診断 

    トラック運送業界の経営課題に対応するため、全日本トラック協会等からの情報収 

集につとめ、適時情報発信するとともに、中小企業診断士による「資金繰り対策」「経 

営診断・相談」「経営改善計画作成」を引き続き行うとともに、「トラック適正化二法」 

「取適法」等への対応として荷主企業への運賃・料金の収受等に関する中小企業診断 

士による価格交渉支援を引き続き実施し、会員事業者の経営課題解決への一助とした 

い。 

   ② お困りごと相談デスク事業の推進 

     お困りごと相談デスク事業について、改正改善基準告示等の遵守や、トラック運 

送業界の環境変化に対応するため、相談対応を随時実施するとともに、お困りごと 

相談デスク相談員によるセミナーを適時開催し、会員事業者が抱える諸問題解決へ 

の一助としたい。なお、相談事業の利用促進を図るため、会員事業者への広報 PR を 
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引き続き様々な手法により行いたい。 

   ③ 事業経営に係る施策等の対策・助成事業 

     物価高騰による事業経費の上昇や、度重なるトラック運送業界に係る法改正によ 

り経営環境の変化が求められ、諸課題の解決に即した「経営支援セミナー」やトラ 

ック適正化二法の施行を前に、適正原価の収受に対応するための「原価管理意識 

向上セミナー」「運賃交渉のための原価計算実践セミナー」を開催し、会員事業者に 

おける適正な事業運営の一助としたい。 

 （３）事業後継者等の育成 

   ① 中間管理者層（ミドルマネジメント）向け研修会の開催 

     これまで、経営者に対する経営マネジメント研修や運転者に対する交通安全研修 

は行ってきたが、中間管理者層（ミドルマネジメント）を対象とした研修等は行っ 

ていなかったが、これは、会員事業者の事業規模等により求められるニーズが多岐 

に亘り、ターゲットを絞りにくい等の理由が挙げられた。令和 8 年度は「職場のメ 

ンタル対策と管理職に求められる役割」「アンガーマネジメント研修（リーダーのた 

めのハラスメント対策）」「チームワーク、チームビルディング（チームマネジメン 

ト）」の 3 つのテーマに絞り関係団体等の協力を得て、半日研修を開催したい。 

② 物流経営士課程修了者への助成事業 

     トラック運送業界の次世代を担う後継者育成のため、経営の基礎から物流の方向 

性まで幅広い知識が取得できる一般社団法人東京都トラック協会（以下「東京都ト 

ラック協会」とする。）が主催する「物流経営士課程」への受講について、引き続き 

受講に係る経費の一部を助成し、会員事業者の積極的な受講を促したい。なお、受 

講者にはその成果を報告するなど、会員事業者間の情報共有を推進したい。また、 

会員事業者の受講を促進するため助成対象者数の枠を拡大し受講促進に努めたい。 

（４）事業承継支援の推進 

   ① 事業承継支援の推進 

     事業承継については、後継者がいる場合と親族又は後継者がいない場合があり、 

事業承継は非常にセンシティブな問題と併せ個々の状況が異なることから、セミナ 

ーではなく個別相談会として実施し、事業承継を検討する際の一助としたい。 

 （５）その他経営支援に資する取り組み推進 

   ① メールサービスを活用した情報発信 

     メールサービスによる情報発信を引き続き実施し、会員事業者が事業運営の一助 

となる経営支援情報等をはじめとする様々な情報の発信に努めたい。 
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７．未加入事業者の加入促進 

 （１）新規許可事業者及び既存のトラック運送事業者に対する加入促進活動 

   ① 新規許可事業者等に対する加入促進活動 

     新規許可事業者等に対して、関係行政機関が行う「許可証交付式」の際に埼玉県 

トラック協会が行う事業等を説明し、既存の未加入事業者については、会員サービ 

スの内容等を分かりやすく解説した案内を作成し送付したい。また、協会各支部が 

行う加入促進活動に際し、埼玉県トラック協会の職員が同行し、積極的な新規加入 

促進活動を推進したい。 

   ② 適正化事業実施機関と連携した既存のトラック運送事業者に対する加入促進活動 

    埼玉県トラック協会の様々な事業はトラック運送事業の適正化に大きく貢献する 

ことから、適正化事業実施機関の巡回指導を通じて、加入促進を関係部署と連携し積 

極的にいたい。 

 

８．特別委員会及び専門部会活動の支援 

（１）シンクタンク委員会 

   埼玉県トラック協会の今後の在り方やトラック運送業界の課題等あらゆるテーマ 

を抽出し調査研究を行い、理事会に対し提言等を行うとともに、関係機関、団体及び 

会員事業者へその成果を提供することにより、トラック運送業界の発展と地位の向上 

に寄与することを目的にシンクタンク委員会が組織された。 

   トラック運送業界は、近年度重なる法改正（改正物流法、改正下請法、トラック適 

正化二法等）により、物流の革新を目指す環境整備が政府により進められているが、 

一方で中小零細事業者が 99％を占めるトラック運送業界において、人手不足が進む 

なか、従前から多くの課題を抱える物流の革新に向けた取り組みを行うには、トラッ 

ク運送業界の団体である埼玉県トラック協会の求心力と実行力が必要不可欠であり、 

今後発生すると予測される異なる課題や新たな業界構造への適応等、これらに対する 

意識改革等の課題に向き合うことが重要である。現在の埼玉県トラック協会は 23 の 

支部と東西南北のブロック協議会で構成されており、協会各支部の活動にバランスを 

欠く状況であり、支部の代表を務める役員等の選出にも苦慮する状況が散見され、埼 

玉県トラック協会の求心力や実行力を高めるには、全ての会員事業者が「同一事業」 

「同一サービス」「同一会費」を享受できる最適な組織単位の再構築が必要であり、 

物流の革新にトラック運送業界が一丸となり健全な事業運営を推し進められるよう 

取り組むことが必要である。トラック運送業界にとって南極とも好機ともいえる今、 

1 人の会員も取り残すことなく、持続可能な物流の維持に向けて、一つ一つのテーマ 
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に対してジャンルを問わず集中的に議論をする会議体とするシンクタンク委員会で 

は、最適な組織単位を追求するため、現状や見直す場合の課題をしっかりと把握し、 

他都道府県トラック協会の事例等も検討材料として収集して、議論・調査研究・提言 

を行うなど、課題解決に向けた活動をしたい。 

   ① アンケート調査等の実施 

     23 の協会各支部、4 つの協会各ブロック協議会の現状・課題・問題点・要望等を 

把握するため、アンケート調査の実施と併せて、協会各支部の通常総会資料（事業 

報告等）を収集し、埼玉県内の地域性も考慮して深堀した検討を進めたい。 

   ② 他都道府県トラック協会の取り組み及び運営状況等の調査 

     会員事業者に対する「同一事業」「同一サービス」「同一会費」を既に実施してい 

る他都道府県トラック協会があることから、過去の運営状況及び移行までの行程か 

ら現状の問題点等について、他都道府県トラック協会との対面による意見交換会を 

実施し、状況を把握して検討の参考としたい。 

   ③ 議論・検討の実施及び進捗に応じた対応 

     全ての会員事業者が「同一事業」「同一サービス」「同一会費」を享受できる最適 

な組織単位を再構築し、物流の革新にトラック運送業界が一丸となり健全な事業運 

営を推し進められる取り組みの実現に向け、アンケート調査の結果と他都道府県ト 

ラック協会の取り組みを参考とし、委員会で真摯な議論・検討を進めたい。また、 

議論した内容・経過について、正副会長会議及び理事会へ報告し、取りまとめた結 

果について前述の会議に提言したい。 

 （１）重量部会 

重量部会は、特殊車両による安全・安心な輸送サービスを安定的に提供し、社会経 

済活動の基盤を支えるため、基準緩和車両及び特殊車両の運行に関する各種関係法 

令・制度の見直しを推進し車両制限令、道路運送車両の保安基準、道路交通法施行令、 

更に特殊車両通行許可に付される通行時間帯条件の緩和等について、規制の合理化、 

手続きの簡素化・迅速化に向けた改善策の検討を進めることに加えて、特殊車両輸送 

における持続可能な事業運営を確保するために適正な運賃の収受に関する取り組み 

を進めたい。また、国土交通省 関東地方整備局との意見交換会、大型車通行適正化 

に向けた関東地域連絡協議会を活用し、道路通行許可の煩雑な申請簡素化や許可まで 

の期間短縮、未採択道路の道路情報便覧への収録等を要望し、法令遵守のもと輸送で 

きる諸手続きの環境整備を促進したい。また、全日本トラック協会重量部会及び 関 
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東・甲信越重量部会と連携し、事業を円滑に推進したい。 

   ① 役員会（年間 4 回）及び通常総会の開催 

   ② 配車及び営業担当者研修会・交流会の開催 

   ③ 新春研修会及び懇親会の開催 

   ④ 全日本トラック協会及び関東・甲信越重量部会の各種事業への協力 

    ア. 全日本トラック協会 重量部会 通常総会への参加 

    イ. 関東・甲信越重量部会 通常総会への参加 

 （２）路線部会 

    特別積み合わせ事業特有の事業環境で様々な課題を抱え、令和 6 年 4 月より適用 

が開始された働き方改革による時間外労働時間の上限規制や、改正改善基準告示の法 

令遵守は路線区間の拠点輸送を行うドライバーの労働環境にも大きく影響し、慢性的 

な人手不足も解消せず、事業運営は引き続き厳しい状況が続くと考えられる。また、 

令和 8 年 1 月より施行された「取適法」や、順次施行される「トラック適正化二法」 

への対応が求められることから、路線部会全体及び各ブロック単位での研修会や交流 

会を開催し、諸問題解決への一助としたい。なお、路線部会の構成が特別積み合わせ 

事業者の県内営業所単位であることから、事業主の視点ではなく現場管理者の視点に 

よる活動を重視し、関係行政機関が発出する関係法令や関係団体からの情報を速やか 

に提供し、部会員各社の営業所における遵法水準の統一化、向上が図れる支援を行い 

たい。 

   ① 役員会（年間 2 回）及び通常総会の開催 

   ② 研修会及び交流会の開催 

   ③ 埼玉県内各ブロックで行う各種事業への協力及び支援 

   ④ その他 

    ア. 荷主啓発向け資料等の配布 

    イ. 関係行政機関等が発出する詳細な情報の提供 

    ウ. 全日本トラック協会及び埼玉県トラック協会の各種事業への参加周知 

    エ. 令和 8 年度 陸運関係（関東運輸局長表彰、埼玉運輸支局長表彰）従事者及び 

運転者表彰への推薦並びに埼玉県トラック協会長表彰（表彰状）への推薦 

 （３）海上コンテナ部会 

    国際海上コンテナの陸上輸送事業者は、輸出入産業を支える公共的物流サービスの 

担い手として、日本の国際競争力の維持・発展のため重要な使命を果たすべく日々努 

力している。しかし、長年の課題である埠頭での長時間待機問題は、その関係者の複 

数性も相まって一向に改善の兆しが見えず、トラック・物流 G メンや関係行政機関 
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の動向も注視しながら、引き続き問題解決への取り組みを推進したい。また、東京港 

における待機時間問題解決の一助として、関東トラック協会 海上コンテナ部会と連 

携し、混雑状況の見える化事業や CONPAS を活用したコンテナ搬出入予約事業へ協 

力したい。更に、国際海上コンテナ輸送の車両に係る交通事故は重大事故につながる 

可能性が極めて高く、コンテナに積載されている貨物の品目・重量・積付け状況が不 

明であり、国際海上コンテナの特殊性を踏まえた「国際海上コンテナの陸上における 

安全輸送マニュアル」、特殊車両通行許可制度の遵守を通じて、安全な輸送を徹底し 

交通事故撲滅に向け各事業を推進したい。更に、関係行政機関、全日本トラック協会 

及び関東トラック協会等と連携し、情報の収集に努め部会員に対し有益な情報提供を 

行うとともに、交流事業・研修事業を通じて部会員の抱える諸問題を共有することに 

より、部会の活性化や結束力の強化を図りたい。 

   ① 役員会（年間 2 回）及び通常総会の開催 

   ② 研修会及び交流会の開催 

   ③ その他 

    ア. 全日本トラック協会及び関東トラック協会等との連携強化による各種事業へ 

の参加 

    イ. 関係行政機関及び上部団体等が発出する情報の提供 

    ウ. 夏季及び冬季繁忙期における情報・意見交換会の開催 

 （４）青年部会 

埼玉県トラック協会の部会組織として青年経営者ならではの独自の事業を推進し、 

県下４ブロックの全ての青年部組織が活性化するよう、将来の発展・成長に向け常に 

前向きな取り組みを行い、意欲のある若手経営者の発掘を探究したい。また、部会員 

相互の交流を重視する方針を踏まえつつ、一人ひとりが意見を発し、建設的な議論を 

行える意識の醸成に努めるとともに、部会員に対し予算執行状況を常に明確化し、会 

議の情報共有も継続して進めたい。なお、関東トラック協会青年部会及び全日本トラ 

ック協会青年部会が主催する事業に意欲的に参加し、社会性のある貢献活動の実施と 

次世代経営者の育成に通じる事業を実施したい。 

① 社会貢献・社会福祉活動 

② 研修・講習・交流事業 

    ア. 県内 4 ブロック、県内外等で開催する研修・交流事業 

    イ. 新春研修会事業 

    ウ. 青年部組織の拡大と発展を目的とし、会員相互の連携を強化 
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③ その他 

 ア. 埼玉県トラック協会及び関東トラック協会 青年部会、全日本トラック協会 青 

年部会並びに協会各支部 青年部会が実施する活動への積極的な参加 

イ. 全日本トラック協会青年部会の重点取組である「適正運賃収受」、「DX の推進」、 

「災害支援ネットワークの構築」に向けた積極的な取り組み 

    ウ. 交通安全・環境対策・コンプライアンス向上に資する事業 

    エ. 通常総会の開催 

    オ. 幹事会（原則として奇数月）の開催 

    カ. 役員会（原則として毎月）の開催 

 （４）専門部会の設立 

    貨物自動車運送事業には多種様々な特殊車両が存在し、各特殊車両で運搬する貨物 

の業界特有の諸問題等があり、トラック適正化二法及び取適法への対応、法令遵守を 

目的に専門部会を設立し、各業界の顕在化及び潜在化する諸問題解決に向けた議論や 

諸活動を行い、トラック運送業界並びに各業界の健全化を推進したい。 

 

 ９．その他 

 （１）埼玉県トラック協会の DX 事業の更なる推進 

   ① DX 化の推進及び AI 導入の検討 

     会議における i-Pad の利用を促進し、ペーパーレス化及び業務の効率化が進み、 

引き続き、コスト削減と DX 化を促進するため AI 等の活用方法について情報収集 

に努め、AI 導入の可能性について検討したい。 

 （２）各種表彰への対応 

   ① 陸運関係（国土交通大臣、関東運輸局長、埼玉運輸支局長）表彰への推薦 

     陸運関係の国土交通大臣表彰並びに関東運輸局長表彰、埼玉運輸支局長表彰の功 

労者、従事者、運行・整備管理者等に該当する会員事業者の推薦に努め、令和 8 年 

度の陸運関係表彰受賞者を一堂に会し、令和 9 年新年賀詞交歓会と同時に合同祝賀 

会を開催したい。 

   ② 安全性優良事業所表彰への推薦 

         事業者の安全性を正当に評価し、更なる認定・公表する制度の周知、促進等を実 

施するとともに、安全性優良事業所における関東運輸局長、埼玉運輸支局長表彰の 

対象となる事業者への周知と推薦を促進したい。 

   ③ 交通安全対策協議会及び交通安全協会の各種表彰への推薦 

     交通安全意識の高揚を図り、交通事故防止に資するため交通安全に顕著な功績が 
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あった個人及び団体に贈られる交通安全対策協議会及び交通安全協会の各種表彰に 

ついて、受賞候補者の推薦に努め、交通安全活動を積極的に推進したい。 


